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69 条（以下、施行令とする）及び施行令 70 条で構成され、その条文には






































































































































この法人税法 34 条は、その詳細を施行令 69 条及び同 70 条に委任す
るが、両規定とも条文が長く不明確な表現が複数存在する。例えば、






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































また、X社は代表取締役 Bに対して役員給与として月額 50 万円を支
給していたが、A社の債権者から減額するよう要望があり、平成 19 年






円（50 万円×⚙か月）及び改定後 60 万円（20 万円×⚓か月）の合計 510 万























さらに、平成 17 年 12 月期ないし平成 19 年 12 月期までの各事業年度
の原告の業績を見ても、収益の大幅な低下、多額の損失の発生等は認め











「平成 17 年 12 月期から平成 19 年 12 月期までの各事業年度において、
X 社の収益が大幅に低下したり、X 社に多額の損失が発生したりした


















由（施行令 69 条⚑項⚑号ハ〔旧 69 条⚑項⚒号〕）に該当するか否か、②納税
者の予測可能性がどの程度確保されていたかについて検討する。




































その点、X社の業績や財務状況は平成 17 年 12 月期から平成 19 年 12
月期までの各事業年度において、収益が大幅に低下したり、多額の損失
が発生したりした事実は認められず、かつ、平成 17 年 12 月期ないし平














役員給与に関する Q&A は平成 20 年 12 月に公表され、その後、平成












である。X社は昭和 61 年⚓月⚑日から昭和 62 年⚒月 28 日までの事業
年度について、代表取締役甲に対する役員報酬 1,800 万円、取締役乙






































































































620 万円を超える部分 1,180 万円と乙に支給された 960 万円のうち右相
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図表⚔
確定申告 更正処分 経営誌 地裁判決
代表取締役甲 1,800 万円 620 万円 1,140 万円～
1,500 万円
620 万円













場は、全体の相場が 1,400 万円、年齢別相場が 1,500 万円、従業員規模


















































































































































































































































































































































































































































































年度 平成 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度
所得税 1.0 1.1 1.1 1.2 1.3
相続税 7.3 8.9 11.8 13.6 15.6

























































































































































者による新・会社法の解説』別冊商事法務 295 巻（2006）105 頁。

























































大認定」税理 27 巻⚙号（1984）38 頁。
28） 中江博行「過大役員給与をめぐる諸問題とその糸口」税経通信 63 巻⚖号
（2008）107 頁。
29） 渡辺淑夫『法人税法』（中央経済社、平成 20 年度版、2008）476 頁。
30） 金子宏、前掲注（⚕）、364 頁。
31） 藤曲武美「判批」税務弘報 65 巻⚖号（2017）154 頁。
32） 国税庁「役員給与に関する Q&A」https: //www.nta.go. jp/shiraberu/zeiho-
kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/qa.pdf（2017.05.09 入手）。
33） 古矢文子「役員給与」税務弘報 61 巻⚒号（2013）30 頁。
34） 衛藤政憲、前掲注（22）、36 頁。





39） 藤曲武美「定期同額給与をめぐるグレーゾーンの税務＆実務」税経通信 63 巻
⚖号（2008）122 頁。





















































































89） 喜多綾子「判批」新・判例解説Watch17 巻（2015）267 頁。
90） 最判平成⚙年⚓月 25 日、税務訴訟資料 222 号 1226 頁。LEX/DB 文献番号
28040465。
91） 現行の法人税法 34 条⚒項に相当する。
92） 現行の施行令 70 条に相当する。
93） 名古屋地判平成⚖年⚖月 15 日、訟務月報 41 巻⚙号 2460 頁。LEX/DB 文献番
号 22007172。
94） 名古屋高判平成⚗年⚓月 30 日、LEX/DB文献番号 28020283。
95） 最判平成⚙年⚓月 25 日、前掲注（90）。









99） 東京高判昭和 34 年 11 月 17 日、行集 10 巻 12 号⚒、392 頁。LEX/DB 文献番
号 21012320。








104） 岐阜地判昭和 56 年⚗月⚑日、税務訴訟資料 120 号⚑頁。












義「判例等の『租税回避』概念の混迷」税研 30 巻⚔号、通号 178（2014）113
頁。
111） 藤曲武美、前掲注（31）、122 頁。
112） 長島弘「判批」税務事例 48 巻⚗号（2016）27 頁。




115） 名古屋地判平成⚖年⚖月 15 日、前掲注（93）。
116） 名古屋地判平成⚖年⚖月 15 日、前掲注（93）。
117） 齋藤滋、前掲注（20）、383 頁。




研究年報 社会科学研究 第 39 号（2019 年⚒月 15 日）
120




124） 東京地判平成 25 年⚓月 22 日、税務訴訟資料 263 号順号 12175。東京地判平成
25 年⚓月 22 日、税務訴訟資料 263 号順号 12177。







































138）「平成 28 事務年度国税庁実績評価書」http: //www.mof.go. jp/about_mof/
policy_evaluation/nta/fy2016/evaluation/201710ntahyoka-mokuhyo3.pdf（2017.12.
19 入手）。
139） 平成 28 年⚙月に国税庁が発表した平成 27 事務年度の法人黒字申告割合は
32,1% であり平成 26 事務年度の 30.6% よりは改善されたが、依然として黒字
申告の割合は低く、企業の業績は不安定であるといえる。国税庁「平成 27 事務
年度法人税等の申告（課税）事績の概要」（平成 28 年⚙月）https://www.nta.
go. jp/kohyo/press/press/2016/hojin_shinkoku/hojin_shinkoku. pdf（2017. 05.
09 入手）。
研究年報 社会科学研究 第 39 号（2019 年⚒月 15 日）
122
